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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第152期
第３四半期
連結累計期間

第153期
第３四半期
連結累計期間

第152期

会計期間
自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

売上高 （百万円） 60,560 62,476 82,103

経常利益 （百万円） 4,173 4,847 6,413

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,563 2,613 2,840

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,648 5,270 5,338

純資産額 （百万円） 56,447 64,377 60,135

総資産額 （百万円） 131,271 135,771 132,555

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 7.84 13.12 14.25

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.4 46.8 44.8
 

　

回次
第152期
第３四半期
連結会計期間

第153期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

（円） △0.87 5.71
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第２四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　

経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

EDINET提出書類

日東紡績株式会社(E00542)

四半期報告書

 2/23



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

(１)　業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円安・株高の進行により、緩やかな回復傾向が

みられました。また米国経済は緩やかな回復基調でしたが、アジア経済の成長鈍化等先行き不透明な

状況も続き、更に原燃料の価格上昇の影響もありました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は624億76百万円（前年同四半期比3.2％の増

収）、営業利益は48億47百万円（前年同四半期比11.1％の増益）、経常利益は48億47百万円（前年同

四半期比16.1％の増益）、四半期純利益は26億13百万円（前年同四半期比67.1％の増益）となりまし

た。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　なお、第２四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比

較については、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しておりま

す。

①繊維事業

　繊維事業は、国内の衣料品消費が依然低迷するなか、コストダウンや新商品の開発等に努めまし

た。

　この結果、売上高は45億99百万円（前年同四半期比6.0％の増収）、営業利益は56百万円（前年同

四半期比49.8％の減益）となりました。

②原繊材事業

　原繊材事業は、強化プラスチック用途や電子材料用途の製品の拡販に努めました。

　この結果、売上高は156億87百万円（前年同四半期比4.8％の増収）、営業利益は10億42百万円（前

年同四半期比4.7％の減益）となりました。

③機能材事業

　機能材事業は、電子材料用途並びに産業資材用途を中心にガラスクロス製品等の販売に注力しまし

た。

　この結果、売上高は133億34百万円（前年同四半期比5.3％の増収）、営業利益は16億21百万円（前

年同四半期比45.1％の増益）となりました。

EDINET提出書類

日東紡績株式会社(E00542)

四半期報告書

 3/23



④設備材事業

　設備材事業は、産業用途・建築土木用途向けのグラスファイバー・グラスウール製品の堅調な需要

に対して、安定供給に努めました。

　この結果、売上高は168億79百万円（前年同四半期比2.9％の増収）、営業利益は12億77百万円（前

年同四半期比24.9％の減益）となりました。

⑤環境・ヘルス事業

　環境・ヘルス事業は、メディカル分野、飲料分野、エンジニアリング分野及びグリーンビジネス分

野で販路拡大とコストダウンを推し進めました。

　この結果、売上高は109億８百万円（前年同四半期比0.6％の減収）、営業利益は12億89百万円（前

年同四半期比29.7％の増益）となりました。

⑥その他の事業

　その他の事業は、不動産・サービス事業などの収益確保に取り組んでまいりました。

　この結果、売上高は10億67百万円（前年同四半期比10.7％の減収）、営業利益は１億88百万円（前

年同四半期比22.9％の減益）となりました。

　

(２)　財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は1,357億71百万円となり、前連結会計年度末に比べ

32億16百万円増加しました。主な要因は、投資有価証券の増加などであります。

　負債は713億93百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億25百万円減少しました。主な要因は、

未払法人税等の減少などであります。

　純資産は643億77百万円となり、自己資本比率は46.8％と前連結会計年度末に比べ2.0ポイント上昇

しました。

　

(３)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①基本方針の概要

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、当社の企業価値の源

泉及び当社を支えるステークホルダーとの良好な関係を十分に理解した上で、当社の企業価値ひいて

は株主の皆様の共同の利益を中長期的に確保・向上させることを真摯に目指す者でなければならない

と考えております。もとより、上場会社である当社の株式は、株主又は投資家の皆様に自由に取引さ

れるものであり、当社経営の支配権の移転を伴うような大量買付がなされる場合であっても、これが

当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限りにおいて、当

社は、これを一概に否定するものではありません。また、当社は、株式の大量買付提案に応じるかど

うかの判断も、最終的には株主の皆様の意思に委ねられるべきであると考えております。

　しかしながら、近時、我が国の資本市場における株式の大量買付の中には、1)その目的等から見て

企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、2)株主に株式の売却を事実上

強要するおそれがあるもの、3)対象会社の取締役会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは

対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、4)買収者の提示
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した条件よりも有利な条件をもたらしたりするために、対象会社による買付者との交渉を必要とする

もの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　とりわけ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させていくためには、1)長年培わ

れた技術資産や人的資産の流出を防ぎ、そのような技術資産や人的資産を中長期的視野で保護育成す

ること、2)顧客とのネットワークと当社の有するブランド力を維持・強化していくこと等に重点を置

いた経営が必要不可欠であります。これらが、当社の株式の大量買付を行う者により中長期的に確保

され、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることにな

ると考えております。また、外部者である買収者からの大量買付の提案を受けた際には、上記事項の

ほか、当社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、多岐にわたる事業分野やグ

ループ企業間の有機的結合により実現され得るシナジー効果、その他当社の企業価値を構成する事項

等、様々な事項を適切に把握した上で、当該大量買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影

響を判断する必要があります。

　こうした事情に鑑み、当社としては、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付

を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者によ

る大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を確保する必要があると考えております。

②基本方針の実現に資する取組みについて

(ア)当社の企業理念

　当社は、『日東紡グループは、「健康・快適な生活文化を創造する」企業集団として社会的存在

価値を高め、豊かな社会の実現に貢献し続けます。』との経営理念に基づいて、時代の要請に即応

し、社会の役に立つ新しい価値を創造し提供し続けることで、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を確保し、向上することに努めております。

　また、当社は、上記経営理念のもとに、会社固有の価値観を以下のとおり「日東紡宣言」として

わかりやすい文章で表現し、社員が常に意識しながら、自ら考え、行動できるように努めておりま

す。

・日東紡グループは社会の「ベストパートナー」を目指します。

・私たちは、お客様の求めるものを絶えず追究し、お客様に「安心と信頼」を誠実にお届けするこ

とを喜びとします。また、企業活動を通じ株主・投資家・行政・地域社会等すべてのステークホ

ルダー（社会）と共に喜びを分かち合うことを大切にします。

・私たちは自立した一人ひとりの社員の可能性を尊び、自由闊達にアイデアを出し合いながらチー

ムワークにより力を発揮する企業集団を目指します。

・私たち企業グループは社員の成長が会社の成長であることを信じ、社員に成長と自己実現の機会

を提供します。

社員はまず第一に良き市民であり、深く考え、広く見渡し、果敢に行動します。そして粘り強く

やり遂げます。

(イ)当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上への取組み

　当社は「繊維メーカー」として創業して以来、永年にわたって技術、知識を世代間で蓄積・継承

し続けることにより、中長期的視点に基づいた様々な固有のノウハウを培ってまいりました。それ

を背景に旺盛なパイオニア精神を発揮しながら、グラスファイバー事業、環境事業、メディカル事

業などに次々とチャレンジして経営の多角化に取り組んでまいりました。また、早くから海外に事

業拠点を拡大したり、海外企業との強固なネットワークを構築したりするなど、グローバルな視点

での経営資源の強化を進めております。
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　さらに当社は、地球環境の次世代への継承や持続的発展に貢献することを基本理念とした「日東

紡環境憲章」を制定し、すべての事業活動において環境に配慮した製品・サービスを提供し、環境

保全に努めております。

(ウ)当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の基盤となる仕組み（コーポレート・ガバ

ナンスの強化）

　当社は、経営の透明性の向上と法令遵守を徹底して企業価値を高めることがコーポレート・ガバ

ナンスの基本であると認識し、そのため経営環境の変化に迅速に対応できる内部統制システムを構

築しております。「日東紡行動綱領」並びに「行動規準」を掲げ、経営トップが率先垂範するとと

もに、役職員に周知徹底させるために様々な施策を講じて全社的な活動を展開しております。ま

た、リスクの発生を想定した緊急対応策を制定するなど、安全で安心な製品・サービスを提供する

ためのリスク管理体制の整備も行っております。

　具体的には以下の事項に取り組んでおります。

A)　執行役員制度を導入して、取締役会による意思決定と監督、並びに執行役員による業務執行

機能をより充実させ、環境変化に即応した経営体制の強化に努めております。

B)　経営環境の変化に対応して機動的に経営体制を構築するとともに、事業年度における経営責

任を一層明確にするため、取締役の任期を１年としております。

C)　取締役のうち１名を社外取締役としており、業務執行機関に対する取締役会の監督機能をよ

り強化する体制を確立しております。

D)　監査役４名のうち２名を社外監査役としており、透明性の高い公正な経営監視体制を確立し

ております。

E)　取締役の解任要件を、会社法の原則（会社法第339条第１項、第341条）に従い普通決議にし

ております。

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

　当社は、平成20年６月27日開催の定時株主総会において、「当社株式の大量取得行為に関する対

応策（買収防衛策）」を導入し、また、平成23年６月29日開催の定時株主総会において、本プラン

の内容を一部変更した上で継続することを株主の皆様にご承認いただいております（以下、一部変

更した上で継続したものを含めて「本プラン」といいます。）。

　その概要は以下のとおりであります。

(ア)本プランの目的

　本プランは、当社株式に対する大量買付が行なわれた際に、当該大量買付に応じるべきか否

かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要

な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることにより、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付を抑止することを目的としておりま

す。

(イ)本プランの内容

　当社は、本プランに基づき、以下ａ又はｂに該当する買付等がなされた場合に、本プランに

定める手続に従って、買付者等による権利行使は認められないとの行使条件及び当社が買付者

等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権

（以下「本新株予約権」といいます。）の無償割当てを実施いたします。

ａ.当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付等
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ｂ.当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその

特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

　上記ａ又はｂに定める買付等を行う買付者等は、当社取締役会が友好的な買付等であると認

めた場合を除き、当該買付等の実行に先立ち、当社に対して、買付内容等の検討に必要な情報

及び本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「買付説明書」と

いいます。）を当社の定める書式により提出していただきます。

　その後、買付者等から提出された情報が、経営陣から独立している社外取締役、社外監査役

又は有識者のいずれかに該当するもので構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を

経るものといたします。独立委員会は、買付者等により提出された情報が本必要情報として不

十分であると判断した場合には、独立委員会が買付説明書を受領した日から原則10営業日以内

に、自ら又は当社取締役会等を通じて買付者等に対し、適宜回答期限を定めた上、追加的に情

報を提出するよう求めることがあります。この場合、買付者等においては、当該期限までに、

かかる情報を追加的に提出していただきます。

　独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、又は買付者等

の買付等の内容の検討等の結果、買付者等による買付等が本プランに定める要件のいずれかに

該当し、本新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、独立委

員会検討期間の開始又は終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割

当ての実施、又は本新株予約権の無償割当ての実施について株主総会の決議を得ることを勧告

いたします。

　当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施又

は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行うものといたします。

　また、当社取締役会は、独立委員会から予め本新株予約権の無償割当ての実施について株主

総会の決議を得るべき旨を勧告された場合、又は自らが株主の意思を確認することが適切と判

断する場合には、速やかに株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案

を付議するものとします。

　本プランにおける新株予約権の無償割当ての実施に関する事項の決定権限の委任期間（以下

「有効期間」という。）は、平成23年６月29日開催の定時株主総会終了後３年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までといたします。

　ただし、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランに係る無償割当て

に関する事項の決定についての取締役会への上記委任を撤回する旨の決議が行われた場合、又

は当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点

で廃止されるものといたします。また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、

独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更する場合があります。

　当社は、本プランの廃止又は変更等がなされた場合には、当該廃止又は変更等の事実及び

（変更等の場合には）変更等の内容その他の事項について、情報開示を速やかに行います。

④本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致

し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益

の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を以下の諸点より完全に充足

し、また、企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防

衛策の在り方」による指摘事項を反映させ改善しており、会社の支配に関する基本方針及び株主共
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同の利益に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断してお

ります。

(ア)株主意思を重視するものであること（株主総会決議とサンセット条項）

　本プランは、平成20年６月27日開催の定時株主総会における決議を経て導入され、また、平

成23年６月29日開催の定時株主総会において、その内容を一部変更した上で継続することを承

認されたものであります。

　また、本プランの有効期間の満了前であっても、当社株主総会において撤回する旨の決議が

なされた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、その意味で、本プランの継

続はもとより消長につきましても当社株主総会の意思に基づくこととなっております。

(イ)取締役の任期が１年であること

　当社取締役の任期は１年となっております。したがって、本プランの有効期間中であって

も、当社取締役の選任を通じて株主の皆様のご意向を反映させることが可能であります。

(ウ)独立性の高い社外取締役等の判断の重視と情報開示

　当社は、本プランの継続にあたり、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本

プランの発動及び廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員

会を設置しております。

　独立委員会は、当社経営陣からの独立性が高い当社社外取締役、当社社外監査役、又は当社

が独立委員会規程に定める要件を満たす有識者のいずれかに該当する者の中から当社取締役会

が選任した者３名で構成されております。

　当社取締役会は、本プランの発動に係る独立委員会の判断を最大限尊重して新株予約権無償

割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行います。また、独立委員

会の判断の概要につきましては株主の皆様に情報開示することとされており、当社の企業価

値・株主共同の利益に資するべく本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されていま

す。

(エ)合理的な客観的発動要件の設定

　本プランは、予め定められた合理的な客観的発動要件が充足されなければ発動されないよう

に設定されており、また、独立委員会から予め本新株予約権の無償割当ての実施について株主

総会の決議を得るべき旨を勧告された場合、又は自らが株主の意思を確認することが適切と判

断する場合には、速やかに株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案

を付議することとされていることから、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕

組みを確保しているものといえます。

(オ)第三者専門家の意見の取得

　独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会

計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を受けることができるものと

しております。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕

組みとなっております。

(カ)デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株券等を大量に買い付けようとする者が、自己の指名する取締役を株主

総会で選任し、かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能と

なっておりますので、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させても

なお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は、取締役の任期を１年
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としておりますので、本プランはスローハンド型（取締役会の構成員の交替を一度に行うこと

ができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

　

(４)　研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は11億11百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成25年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 247,677,560 247,677,560
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数1,000株

計 247,677,560 247,677,560 ― ―
 

　

(２) 【新株予約権等の状況】

　　　 該当事項はありません。

　

(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　 該当事項はありません。

　

(４) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項はありません。

　

(５) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

発行済株式

総数残高
資本金増減額 資本金残高

資本準備金

増減額

資本準備金

残高

(株) (株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

　平成25年10月１日～

　平成25年12月31日
― 247,677,560 ― 19,699 ― 19,029

 

　

(６) 【大株主の状況】

　　　 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(７) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 　

― ―
  普通株式 48,455,000

（相互保有株式） 　

  普通株式 12,000

完全議決権株式（その他）   普通株式 198,042,000 198,042 ―

単元未満株式   普通株式 1,168,560 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 　 247,677,560 ― ―

総株主の議決権 ― 198,042 ―
 

(注)１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権３個）含まれてお

ります。

２　「単元未満株式」の欄には、当社保有の自己株式307株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

日東紡績株式会社
東京都千代田区麹町

２丁目４番地１
48,455,000 ― 48,455,000 19.56

（相互保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社アベイチ
大阪府大阪市中央区常盤
町２丁目２番28号

12,000 ― 12,000 0.00

計 ― 48,467,000 ― 48,467,000 19.57
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであり

ます。

　

役職の異動

役員の氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日

清水　秀晃

 取締役専務執行役員

（グラスファイバー事業部門長

　兼 全事業部門総括）

 専務取締役

平成25年７月１日

 取締役専務執行役員

（グラスファイバー事業部門長

　兼 全事業部門総括

　兼 マーケティング本部長）

 取締役専務執行役員

（グラスファイバー事業部門長

　兼 全事業部門総括）
平成25年８月１日

 取締役専務執行役員

（グラスファイバー事業部門長

　兼 全事業部門総括）

 取締役専務執行役員

（グラスファイバー事業部門長

　兼 全事業部門総括

　兼 マーケティング本部長）

平成25年12月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月

１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けてお

ります。
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１【四半期連結財務諸表】
(１)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,283 7,522

受取手形及び売掛金
※２ 27,938 ※２ 27,069

商品及び製品 8,450 7,009

仕掛品 3,342 3,779

原材料及び貯蔵品 14,629 14,928

繰延税金資産 1,484 1,358

その他 1,302 2,073

貸倒引当金 △41 △45

流動資産合計 63,389 63,696

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 14,022 13,757

機械装置及び運搬具（純額） 7,565 6,479

土地 17,662 17,678

リース資産（純額） 1,726 3,657

建設仮勘定 503 149

その他（純額） 638 574

有形固定資産合計 42,119 42,296

無形固定資産 1,473 1,938

投資その他の資産

投資有価証券 16,873 20,810

長期貸付金 15 15

繰延税金資産 7,210 5,560

その他 1,517 1,498

貸倒引当金 △44 △44

投資その他の資産合計 25,572 27,840

固定資産合計 69,165 72,075

資産合計 132,555 135,771
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※２ 10,043 ※２ 10,049

短期借入金 6,785 6,755

1年内返済予定の長期借入金 8,278 8,899

リース債務 347 530

未払法人税等 1,158 376

賞与引当金 1,268 562

事業構造改善引当金 212 186

その他 6,311 6,395

流動負債合計 34,405 33,756

固定負債

長期借入金 18,695 16,600

リース債務 1,871 3,737

繰延税金負債 65 66

退職給付引当金 10,889 11,018

修繕引当金 4,921 4,614

その他 1,572 1,600

固定負債合計 38,014 37,637

負債合計 72,419 71,393

純資産の部

株主資本

資本金 19,699 19,699

資本剰余金 23,062 23,062

利益剰余金 24,220 25,837

自己株式 △8,886 △8,909

株主資本合計 58,095 59,689

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,714 4,490

為替換算調整勘定 △1,485 △638

その他の包括利益累計額合計 1,228 3,851

少数株主持分 811 835

純資産合計 60,135 64,377

負債純資産合計 132,555 135,771
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(２)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 60,560 62,476

売上原価 42,194 44,184

売上総利益 18,365 18,292

販売費及び一般管理費 14,000 13,444

営業利益 4,364 4,847

営業外収益

受取利息 12 14

受取配当金 299 446

持分法による投資利益 161 128

受取賃貸料 61 63

為替差益 98 285

その他 148 171

営業外収益合計 782 1,110

営業外費用

支払利息 398 371

退職給付会計基準変更時差異の処理額 335 335

その他 238 403

営業外費用合計 973 1,111

経常利益 4,173 4,847

特別利益

受取補償金 1,861 －

特別利益合計 1,861 －

特別損失

固定資産処分損 205 113

特別退職金 1,944 －

事務所移転費用 40 －

その他 108 －

特別損失合計 2,298 113

税金等調整前四半期純利益 3,735 4,733

法人税、住民税及び事業税 1,444 1,250

法人税等調整額 695 836

法人税等合計 2,139 2,087

少数株主損益調整前四半期純利益 1,596 2,646

少数株主利益 32 33

四半期純利益 1,563 2,613
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,596 2,646

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △64 1,777

繰延ヘッジ損益 76 －

為替換算調整勘定 △15 615

持分法適用会社に対する持分相当額 56 231

その他の包括利益合計 52 2,623

四半期包括利益 1,648 5,270

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,617 5,236

少数株主に係る四半期包括利益 30 34
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

(１)　債務保証

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、以下の債務保証を行っております。

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

NITTOBO ASCO Glass Fiber Co., Ltd.
157百万円

(50,000千台湾ドル)
176百万円

(50,000千台湾ドル)
 

　

(２)　保証予約

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、以下の保証の予約を行っております。

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

NITTOBO ASCO Glass Fiber Co., Ltd.
236百万円

(75,000千台湾ドル)
146百万円

(41,500千台湾ドル)
 

　

(３)　受取手形割引高

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

受取手形割引高 24百万円 63百万円
 

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

受取手形 786百万円 723百万円

支払手形 729百万円 597百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のと

おりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年12月31日)

減価償却費  3,955百万円 3,506 百万円
 

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 996 5.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金
 

　

当第３四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 996 5.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　 繊維事業 原繊材事業 機能材事業 設備材事業
環境・
ヘルス事業

その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
売上高

4,337 14,972 12,668 16,410 10,976 1,194 － 60,560

  セグメント間
の内部売上高
又は振替高

7 4,758 2,991 2,347 217 221 △10,543 －

計 4,344 19,730 15,660 18,758 11,194 1,415 △10,543 60,560

セグメント利益
又は損失（△）

113 1,093 1,117 1,701 994 243 △899 4,364
 

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、サービス事業等を

含んでおります。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△899百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等で

あります。

３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第３四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　 繊維事業 原繊材事業 機能材事業 設備材事業
環境・
ヘルス事業

その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
売上高

4,599 15,687 13,334 16,879 10,908 1,067 － 62,476

  セグメント間
の内部売上高
又は振替高

6 4,345 2,625 1,993 242 188 △9,402 －

計 4,606 20,032 15,960 18,873 11,150 1,255 △9,402 62,476

セグメント利益
又は損失（△）

56 1,042 1,621 1,277 1,289 188 △627 4,847
 

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、サービス事業等を

含んでおります。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△627百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等で

あります。

３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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　２　報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは、より柔軟に事業運営を行うことを目的とし、また適切な経営情報の開示に資するた

め、第２四半期連結会計期間より従来の「グラスファイバー事業」を「原繊材事業」、「機能材事業」

及び「設備材事業」の３つに分割し、「繊維事業」、「原繊材事業」、「機能材事業」、「設備材事

業」及び「環境・ヘルス事業」の５つを報告セグメントとしております。

　「原繊材事業」におきましては、グラスファイバー原繊製品（ヤーン、ロービング、チョップドスト

ランド等）の製造及び販売が含まれております。

　「機能材事業」におきましては、グラスファイバー機能製品（ガラスクロス等）の製造及び販売が含

まれております。

　「設備材事業」におきましては、産業資材用途グラスファイバー製品の製造及び販売、グラスウール

製品（断熱材用途）の製造及び販売が含まれております。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成してお

り、前第３四半期連結累計期間の「報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情

報」に記載しております。

　

(１株当たり情報)

　　　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 7円84銭 13円12銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 1,563 2,613

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,563 2,613

普通株式の期中平均株式数(千株) 199,306 199,252
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

日東紡績株式会社(E00542)

四半期報告書

21/23



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員    

　 公認会計士　　樋　　口　　義　　行　　印

指定有限責任社員
業務執行社員    

　 公認会計士   惣　 田　 一　 弘　　印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月10日

日東紡績株式会社

取締役会　御中

　

 

　

 

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日
東紡績株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成
25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東紡績株式会社及び連結子会社の平成25
年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　
(注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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